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（東京および台北の近郊低地の都市化：農業的側面からの比較研究）
論　　文　　の　　概　　要
〔研究目的〕　本論文は，モンスーンアジアの特性を示している大都市近郊低湿地における都市化の
研究である。研究目的は，東京及び台北の近郊低湿地における都市化の特性を農業的側面から明らか
にし，両地域の都市化の過程を比較考察するものである。
〔研究方法〕　地理学では，農業的土地利用から都市的土地利用への変化は，都市化の基本的現象の
一つであると理解されている。また，農業的土地利用の都市的土地利用への変化は，農業労働力の非
農業的労働カヘの転換と相互に関連している。土地利用と農家就業形態の変化は，都市化の地理学的
研究の主要な課題となっている。本研究では，都市化を土地利用と農家就業形態という側面から考察
した。土地利用の実態を把握するために，現地調査によって土地利用図を作成し，さらにこの土地利
用図にメッシュをかけ，メッシュcとに土地利用種目別の百分率を計測し，土地利用率を等慎線で示，
した地図を作成した。農家就業形態の変化については，研究対象地域からいくつかの集落を選んで，
農家のアンケート調査を行った。
〔研究地域〕　研究対象地域として東京北郊の八潮市と台北西郊の薦洲郷（Lu・ho・）を選定した。
比較研究を行うための両地域の共通基盤としては，（1）モンスーンァジアの米作地域，（2）大都市近郊の
低湿地，（3）鉄道が現在まで敷設されず，都市化の進展が遅れている地域，（4）都市化の進展が近年始ま
った地域という点が挙げられる。
〔研究結果〕　八潮市域では従来から野菜畑は白然堤防上に広がり，稲作地は後背湿地に立地してい
た。都巾的諸施設の増加によって，灌概用水系統が分断され，用水不足になったり，用水が汚染され
たりして，稲作は粗放化の一途をたどっている。これに対して甘菜栽培に利用されている零細な農地
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“は，より集約的な経営を志向するようになってきた。
　農業的土地利用から都市的土地利用へ転換する申間の段階として，農地が破壊され，荒地，水没
地，埋立地が出現するという現象がみられる。八潮市域の水没地は地盤沈下のみならず，スプロール
的都市化によって拡大した。八潮市のような低湿地域では，農地を都市的土地利用に転換する場合に
は，まず土地を埋め立てなければならない。こうした埋立地は，農地より都市化のプロセスが進んだ
段階の土地利用といえる。
　農地から都市的土地利用一に転換するプロセスにおいては，一般に地価が低廉な湿田がまず工場用
地，倉庫，住宅団地に転用されたのち，地盤が相対的に高く，地価も高い自然堤防上の農地が個人住
宅に転用される。一般に宅地に囲まれた農地が作付地として利用されることが困難になると，杜会的
休閑地が出現し，あるいは都市的土地利用に転換され，市街地が形成されるというプロセスをたど
る。
　就業形態の側面から八潮市域の都市化を検討すると，まず浮塚，南川崎，高木の3地区における農
家労働力の48．8％が，非農業就業に従事していることが指摘できる。農家労働力が農業と非農業に
従事する割合は，それぞれの地区の市街地化の程度，主要な作物の種類などに関係している。集約的
な野菜生産地区である南川崎の農家労働力が，非農業就業に流出する比率は最低であるのに対して，
市街地周辺の浮塚と粗放的稲作が主にみられる高木の場合には，多くの農家労働カが農外就業に流出
している。特に浮塚では，耕作を完全に放棄しているにもかかわらず，農地を引き続き所有しながら
第2次・第3次産業に従事する農家が多い。これは都市化に対応する一つの農家の就業形態となって
いる。また，市街化区域内では，自営兼業として貸家・貸倉庫を経営する農家が目立つ。
　台北近郊の薦洲郷域では野菜の露地栽培が斗年を通じて可能であり，年間5回以上の作付が行われ
ている。麓洲郷はまさに集約的な近郊農業地域と言える。農業生産性が高いところでは，農地として
継続的に利用され，都市化の進展が妨げられている。野菜畑が集約化される反面，標高0mに近い水
田では，1970隼代以降，排水が悪くなり，稲作がほぼ消滅の状態になっている。
　麓洲郷域は，台北から連続した市街地の成長先端部に当り，耕作が放棄されて生じた荒地が主要道
路の両側に存在する。慶洲郷は低湿地という自然環境に加えて，近年，揚水による地盤沈下が著しく
なったことによって，一洪水の被害が一層深刻になってきた。洪水による農作物の被害を防ぐために，
島状の甘菜畑が造成されている。
　麓洲郷のような低湿地域では，地盤の高度が工場と住宅の立地を決定する主要な因子になってい
る。工場用地とfl1宅用地が薦洲郷域の古くからの市街地の周辺に混在し，都市的土地利用の地域分化
は不明瞭になっている。ここでは，住宅地化は1970年まで，主として建設会杜が農地を購入して，
分譲アパートを建築することによって進められた。次の段階として農家が土地を提供し，建設会社が
資金を出してイ11宅を建てるという協力形態が現れた。土地利用を集約化し，かつ洪水の被害を回避す
るために，新築のイl1宅は2階建て以上になっているものが大半である。
　農家就業形態の而から薦洲郷域の都1何化をみると，野菜作卓越地区である棲唐（Lo・tsu）の農業従
郭者率は，11j術地に隣披する中路地区（Ch㎝g1・）や水害地区である正義（Che㎎i）の農業従事者率
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より高いことがわかった。また，経営規模が大きい農家は，従来の大家族制を保持する傾向がある。
農家労働カの農外就業は，主として他の地域に流出する雇われ兼業である。調査地区における農家労
働力の49．7％が，非農業就業に従事している。低湿地という自然条件は，土地利用の側面での都rぱ
化を阻1Lするが，就業の側面においては逆に，都市化を促進する働きを持っている。
　以上，両地域における都1け化が土地利用と農家の就業形態に与えた影饗を比較考察した結果，次の
ような共迦点と柵違点を指摘することができる。土地利用面の両地域の共通点として，かつては純農
村的段階にあった農地が，都11∫化の影響を受けて自然堤防上における農業の集約化と後背湿地の農業
の粗放化という分化が明確になってきたことがあげられる。また，都市化の農地に対するマイナス効
果は，荒地化と水没地化である。両地域における低湿地の特徴を明確に示しているのは，湛水状態の土
地であるg前地域における都11∫化の過不㌦1においては，いずれも工場地化が先に進展し，その後に住宅
地化が始まっている。
　農家の就業形態からみた両地域の共通点としては，農業を専業とする就業形態から，兼業，耕作放
棄へのプロセスをたどっていることがあげられる。なかでも，農地を所有しているが，農業に従事せ
ずに，労働カを第2次・第3次産業に転換した農家，いわゆる不耕作農家が現れてくることが両地域
に共迦する特山である。農宗労働力が第2次・第3次産業に従事する比率は，八潮市域48．8％，薦
洲郷域49．7％であり，農家の就業面では，両地域の都市化水準は類似していると言える。また，両
地域における農家の就業は，農業生産性と関連があり，農業生産性が高い地区では農家労働カが農外
就業に流出する比率が最も低い。
　両地域の性格の柵違は，巾街地化の進展の程度と宅地化のプロセス，居住形態，農業経営及び就業
形態に現れている。まず，都巾的土地利用率をみると，八潮市域では46．8％，盧洲郷域では21．2％
で，土地利用の面からは八潮巾域の都市化が薦洲郷域の都市化より高水準に達している。宅地化のプ
ロセスのうち，八潮巾域では農地の埋立工事が多くみられ，一般に湿田が工場用地に転用され，高燥
地は伺1宅用地に転用されることによって，地域全体でスプロール的都市化が進行している。藤洲郷域
では，農地の理め立てがわずかで，住宅地化や工場地化が古くからの市街地の周辺で進んでいるにす
ぎない。また，大資本による住宅団地・工業団地は八潮市域のみに存在している。居住形態をみると，
麓洲郷域では，家屋は主に2階建て以．1二であり，八潮市域では，平家が主である。また，薦洲郷域
では大家族制がまだ部分的に残っており，八潮市域では核家族化が進んでいる。平家や核家族化のた
めに，多くの住宅用地が八潮地域では必要となっている。農家の兼業形態の違いは，薦洲郷域では主
として雇われ兼業であり，八潮巾域では雇われ兼業の他，貸家・貸倉庫経営などの自営兼業が農家の
就業に組み込まれている。
　東京大都巾圏の申に含まれる八潮市域では，近郊に立地することによって生ずる農業上の利点がす
でに都巾の拡大に相殺されている。八潮市域は近郊農業地帯という性格を徐々に失って，都市域に組
み込まれつつある。台北都■灯圏にある盧洲郷域では，都市化の程度が八潮市域よりも低く，大都市に
近接するという農業経営にとって有利な因子がまだ働いており，近郊農業地柑の特徴を保持してい
る。
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　近郊低湿地という同種な自然環境にある八潮市域と薦洲郷域では，大都市の影響を受けて，類似の
プロセスで都市化が進行しているが，都市化の進展の程度に差異がある。それは，日本と台湾の経済
発展の段階，及び東京と台北の都市規模が明らかに相違することにより，八潮市域と薦洲郷域が受け
る影響は異なっているからである。
審　　査　　の　　要　　旨
　本論文は大都市近郊における都市化の研究であって，対象地域としては東京および台北の近郊低地
をとり，主として農業的側面から両地域の都市化の過程を比較考察することによって，モンスーンァ’
ジアにおける大都市近郊の都市化の特性を明らかにしようとしたものである。
　研究方法としては都市化の現象を土地利用と農家就業形態という面側面から考察しているが，土地
利用の実態を把握するためには，現地調査によって詳細な土地利用図を作成し，また農家就業形態の
変化については研究対象地域から若干の集落を選定して，．各個別農家のアンケート調査を実施した。
　具体的な研究対象地域としては東京北郊の八潮市域と台北西郊の慶洲（Lu・hou）郷を選定したが，
両地域の比較研究のための共通基盤としては，モンスーンアジアの米作地域，大都市近郊の低湿地，
地域内に鉄道がなく都市化の進展が遅れていたものの近年それが急速に進み始めた地域であるという
点が挙げられる。
　研究結果を要約すると，先ず土地利用面の都市化について両地域の共通点をあげると，自然堤防上
の土地利用の集約化と後背湿地帯のそれの粗放化という分化が明確になってきたこと，また都市化過
程においてあらわれる農地が社会的休閑地などに荒地化する現象と地下水汲上げの増加に伴って水没
地化する現象であり，さらに進むといずれも工場地化が先行し，後に住宅地化が行われることであ
る。
　農家就業形態からみると，農業を専業とする就業形態から，兼業，耕作放棄へのプロセスをたどっ
ていること，なかでもいわゆる不耕作農家が現れてくることが両地域に共通している。農家労働力の
他産業への就業面では，両地域の都市化水準は類似しているが，農業生産性が高い地区では農外就業
に流出する比率が低いことも共通している。
　両地域の都市化の相異点としては，まず土地利用の面からは八潮市域の都市化は藤洲郷域のそれよ
りも高水準に達しており，一般に湿田は埋立てられて主に工場用地に，高燥地は住宅用地に転用され
ることによって，地域全体にスプロール的都市化が進行しているのに対し，盧洲郷域では農地の埋立
ては僅かで，住宅地化や工場地化が古くからの市街地の周辺で進んでいるにすぎない。また，大資本
による住宅団地，工業団地は八潮市域のみに存在している。
　農家就業形態の相異点としては，八潮市域では雇われ兼業のほか，貸家・貸倉庫経営などの自営兼
業が農家の就業に組み込まれているのに対し，薦洲郷域では雇われ兼業が主である。
　さらに東京大都市圏の申に含まれる八潮市域では，農業に対する近郊立地の利点がすでに著しい都
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市化によって失われ，近郊農業地帯という性格を徐々に失って都市域に組み込まれつつあるのに対
し，台北大都市圏にある藤洲郷域では都市化の程度が低く，大都市に近接するという農業経営にとっ
て有利な因子がまだ働いており，近郊農業地帯の特徴を保持している。
　要するに大都市近郊の低湿地という類似した地理的条件下の八潮市域と薦洲郷域では，大都市の影響
を受けて類似のプロセスで都市化が進行しているが，都市化の進展の程度にはかなりの差異がある。
それは日本と台湾の経済発展段階，および東京と台北の都市規模に大きな差異が存在することによる
とみなされる。
　大都市近郊における都市化は戦後世界的に注目されている著しい現象であり，これについては種々
の観点から多くの研究が行われている。著者はこの問題について，とくにモンスーンァジァの水田地
帯に位置する東京と台北という二つの大都市をとりあげてスケールの大きな，しかもきわめて詳細な
現地調査にもとづく比較研究を行なった。類似の自然条件にありながら，しかも杜会経済的条件にお
いてはかなり経済発展段階が相異する二地域の対比の申から，都市化現象の進展過程における類似点
と相異点とを具体的に指摘し，比較地理学的研究として見事な成果をあげた。これは他の東南アジア
諸国の場合などにも応用範囲の広い研究であり，著者のすぐれた着想と因難な各種条件を克服しての
現地調査の努力とは高く評価されるものである。
　上記の論文審査ならびに最終試験の結果，著者は理学博士の学位を受けるに十分な資格があるもの
と認める。
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